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ESG投資の主流化と気候変動問題 

ESGとは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字からの造語ですが、

「ESG投資」に厳密な定義があるわけではなく、環境や社会などの取り組みを企業の長期的かつ持続的な

成長を支える要素として評価し、これを投資の意思決定に取り入れる手法の総称です。2006年に国連が機

関投資家に対して提唱した「責任投資原則

（PRI）」の中で用いられたのが最初といわ

れています。世界持続可能投資連合（GSIA）

によれば、2020年段階のESG投資残高は35

兆米ドル、総運用資産に占める割合も36%

に達しており、もはや特殊な投資家による

特殊な投資活動ではなく、公的年金基金な

どメインストリームの機関投資家を担い手

として、金融市場において大きな役割を果

たすようになっています。日本も例外では

なく、欧米から少し遅れて2015年以降に急

速に拡大しています（図1）。 

ESG投資は様々なタイプに分類されます

が、その本質は長期性にあります。不確実

な長期の時間軸で投資先を選び出すには、現在の「稼ぐ力」を示す財務情報に加えて、これを水面下で支

える様々な情報（無形資産などいわゆる非財務情報）にも目を向ける必要があるためです。反対に、こう

した視点を持つ投資家に応援してもらいたい企業の立場に立てば、長期にわたる稼ぐ力の持続可能性を説

明する必要があります。両者のニーズを満たすのは、将来社会（顧客）が直面する社会課題を正しく認識

し、その解決と自社の成長戦略を同期させるストーリーです。いわば、「当社が儲かれば儲かるほど、この

社会課題が解決に向かい、世間にも良い影響がある」というロジックであり、これを価値創造ストーリー

と呼びます。現在、ESG投資の世界では、この価値創造ストーリーを巡り、企業と投資家の対話の質を向

上させることが大きなテーマになっています。その際、程度の差はあれ、多くの企業にとって成長と同期

させるべき課題が「気候変動問題」であることは、想像に難くないでしょう。 

地域への展開 

こうしたESG投資の影響は、日本で大きな役割を担う間接金融（銀行融資）の世界にも波及しつつあり

ます。前述したように、ESG投資の本質が長期投資にあり、不確実性を伴う中長期を展望して、投資先企

業のリスクと機会を見極めるために非財務情報（ESG）にも注目すると考えれば、この話が地域金融に波

及するのは当然です。というのも、伝統的にメインバンクは、取引先企業が将来にわたって事業活動を継 
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図1 日本のESG投資残高の推移 
2014年までは個人投資家向け金融商品残高のみ。2015年より機関投資家に

よる投資残高の開示を開始  ［出所］日本サステナブル投資フォーラム 
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続していく前提（継続企業の前提といいます）の下、企業経営に中長期にわたってコミットしてきたから

です。加えて、特に中小企業向け融資に顕著ですが、財務諸表の分析に加えて、経営者との深い対話など

を通じて事業に係る多様な情報を収集し、総合的に与信判断を下してきました。言い換えれば、中長期的

な視点に立ち、非財務情報を含めた与信判断を行ってきたわけで、上で述べたESG投資の発想と極めて親

和的なわけです。近時、金融庁から「事業性評価融資」の強化を要請されていることも、この傾向に拍車

をかけるといえるでしょう。環境省では、地域金融機関が持つこの機能に着目して「ESG地域金融」とい

うコンセプトの下にサポートも行っています※1。 

地域脱炭素の実現に向けて 

ESG地域金融の拡大は、現

在大きなテーマである地域

脱炭素の実現を考えるうえ

でも大きな要素です。現在、

政府は地域脱炭素ロードマ

ップの下、2030年までに少な

くとも100か所の「脱炭素先

行地域」を選定し、脱炭素ド

ミノの起点とすべく、取り組

んでいます。現在、3期にわ

たり、全国32道府県83市町村

の62提案が採択されていま

す（2023年9月末時点、図2）。 

脱炭素先行地域の主役は

自治体ですが、民生部門を広くカバーして脱炭素を進めるためには、幅広い主体との連携が欠かせません。

このため、第3期から民間事業者等との共同提案が要件に加わりました。これを受けて、多くの提案で地域

金融機関が共同提案者として名を連ねるようになっています。自治体にとって、事業採算性を検討するう

えで有益ですし、地域金融

機関にとっても、脱炭素と

いうフィールドで地域

ESG金融を実践する機会

になると期待されます。 

今後、この枠組みで地域

特性を活かしたモデル性

の高い提案が数多く提案

されることが期待されま

す。その際特に重要なの

が、脱炭素の取組が地域経

済循環にプラスの効果を

もたらす（裨益する）とい

う視点です（図3）。この点、

「三方良し」の伝統を持

ち、滋賀銀行を擁する滋賀

県、大津市への注目度は高

いと思います。 

注 当記事は、2023年9月2日開催の講演会「地球温暖化Now！」の内容を講師により抜粋して解説していただいたものです。 

※1 環境省「ESG地域金融促進事業」 https://greenfinanceportal.env.go.jp/esg/promotion_program.html 

図2 脱炭素先行地域（第1期～３期の62提案）    ［出所］環境省 

図3 地域経済循環  ［出所］(株)価値総合研究所 

https://greenfinanceportal.env.go.jp/esg/promotion_program.html


 

－３－ 

 

大津市では「ゼロカーボンシティ」実現に向けての事業の一

つとして、手軽にエコライフの取り組み状況をチェックして

いただけるウェブ版「おおつエコライフチャレンジ」を開設

し、2023年4月から本格運用を開始しました。環境塾等のイベ

ント時や市広報でPRするとともに、市内小学校でも取り組ん

でいただきました。また、

子ども連れ家族を主対象

としたイベント「エコフェ

スタ」で体験ブースを設け

て来場者に実際に取り組

んでいただきました。 

運用開始後9月末までの

市民の参加状況は表の通

りでした。 
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結果画面抜粋 

■ 「おおつエコライフチャレンジ」上期実施結果  

  No.9 
奥野みどり 
https://www.instagram.com/midori.window.of.opportunity/ 

した晴れの日に様
 

2023 年度上期の実施効果 

 上期実績 うちエコフェスタ時 

参加者数 907 人 137 人 

CO2排出削減量 865 kg 89 kg 

節約金額 79,631 円 8,774 円 

種類別節約量   

 

電気 1,191 kWh 137 kWh 

ガス 114.7 m3 15.7 m3 

ガソリン 63 L 0 L 

水道 9.3 m3 1.4 m3 
エコフェスタでは子どもたちを主対象として実施
したためガソリンの節約量(車関係)は0。 

https://www.instagram.com/midori.window.of.opportunity/
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上記の各実施イベントの詳細は https://otsu.ondanka.net/ または https://eco-otsu.net/ をご覧ください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

大津市地球温暖化防止活動推進センターでは下記イベントの参加者を募集しています。 参加費不要 

参加ご希望の方は｢希望講座名｣｢郵便番号｣｢住所｣｢参加者全員の氏名(ふりがな)｣｢日中に連絡のと

れる電話番号｣｢メールアドレス｣を書いて、開催の10日前までに下記までお申し込みください。 

☎ 077-526-7545  📧 info@otsu.ondanka.net    メールはこちら

1月20日(土) 14:00～16:00   明日都浜大津ふれあいプラザ5F大会議室 

おおつ市民環境塾 講座10  講演会「食品ロス問題をみんなで考えよう！」 

講師 滋賀県琵琶湖環境部循環社会推進課 ほか 

2月11日(日) 14:00～16:00   会場参加の場合；明日都浜大津ふれあいプラザ5F大会議室 

おおつ市民環境塾 講座11  Web講演会「湖沼の水環境を考える」 

講師 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 山室 真澄 氏 

 
 

■ 当センター主催イベント参加者募集 2024年1月～3月   

データで見る 
温暖化 ⑮ 
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大津市地球温暖化防止活動推進センター 

(特定非営利活動法人 おおつ環境フォーラム) 

520-0047大津市浜大津4-1-1明日都浜大津4F 

Tel：077-526-7545 

E-mail：info@otsu.ondanka.net 
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■ 当センター主催一般参加イベントの報告 8月～10月 

https://otsu.ondanka.net/
https://eco-otsu.net/
mailto:info@otsu.ondanka.net
mailto:info@otsu.ondanka.net
https://otsu.ondanka.net/

